
一 

　
一
般
職
国
家
公
務
員
（
給
与
法
適
用
職

員
）
の
再
任
用
の
状
況

⑴ 

　
定
年
退
職
者
（
特
例
定
年
退
職
者
を
含
む
。）

の
再
任
用
希
望
状
況

前
年
度
定
年
退
職
者
の
再
任
用
希
望
状
況
等

は
表
１
の
と
お
り
で
す
。
令
和
二
年
度
定
年
退

職
者
の
う
ち
再
任
用
を
希
望
し
た
者
の
割
合
は

六
九
・
六
％
と
七
割
近
く
な
っ
て
い
ま
す
。

平
成
二
四
年
度
定
年
退
職
者
の
う
ち
再
任
用

を
希
望
し
た
者
の
割
合
は
四
九
・
〇
％
と
な
っ

て
お
り
、
前
述
の
最
新
値
と
比
較
す
る
と
、
前

年
度
定
年
退
職
者
に
お
け
る
再
任
用
希
望
者
の

割
合
は
二
〇
・
六
ポ
イ
ン
ト
の
増
加
と
な
っ
て

い
ま
す
。

⑵
　
再
任
用
職
員
数

令
和
三
年
度
の
再
任
用
職
員
数
は
、
給
与
法

適
用
職
員
全
体
で
一
六
、
八
四
五
人
と
令
和
二

年
度
に
比
べ
て
七
・
四
％
増
加
し
、
閣
議
決
定

（
平
成
二
五
年
三
月
二
六
日
「
国
家
公
務
員
の

雇
用
と
年
金
の
接
続
に
つ
い
て
」）
に
基
づ
く

義
務
的
再
任
用
が
始
ま
る
前
の
平
成
二
五
年
度

に
再
任
用
さ
れ
た
職
員
の
数
（
六
、八
六
四
人
）

と
比
べ
る
と
約
二
・
五
倍
に
増
加
し
て
い
ま
す

（
図
１
）。

 

　平成13年度から導入されている現行の再任用制度は、令和５年度から始まる定年の段階的な引上げに伴って、令和
４年度末をもって廃止となります。代わって、定年の段階的な引上げ期間中は、定年年齢から65歳までの間について再
任用を行うことができるよう、現行の再任用制度と同様の仕組みとして、暫定再任用制度が措置（令和５年度から同13
年度まで）されることとなります。
　本稿では、人事院が毎年度、各府省から報告を受けてきた現行の再任用の実施状況等に関する報告に基づき、国家公
務員の雇用と年金の接続のため定年退職者等で希望する者を再任用するものとする閣議決定以降の給与法適用職員の
再任用に関する状況の推移について分析し、高齢層職員の能力及び経験の本格的な活用に向けた課題について考察し
ます。

　給与局生涯設計課

人事行政報告

国家公務員の再任用の現状

（単位：人）

平成25年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

前年度定年退職者数（Ａ） 3,717 4,400 4,867 5,380 5,230

新規再任用希望者数（Ｂ） 1,820 2,944 3,194 3,633 3,641

　新規再任用希望率 〈 Ｂ／Ａ 〉 49.0% 66.9% 65.6% 67.5% 69.6%

新規再任用職員数（Ｃ） 1,734 2,940 3,198 3,655 3,640

　前年度定年退職者に対する新規再任用職員の割合 〈 Ｃ／Ａ 〉 46.7% 66.8% 65.7% 67.9% 69.6%

（注）１．　「新規再任用希望者数」とは、前年度の定年退職者のうち新規の再任用を希望した者の人数をいう。
２．　 「新規再任用職員数」とは、前年度の定年退職者（行政執行法人等を定年退職した者も含む。）のうち新規に再任用

された職員の人数をいう。

表１ 前年度定年退職者（特例定年退職者を含む。）の新規再任用の希望状況等 【給与法適用職員】
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⑶
　
勤
務
形
態
及
び
勤
務
時
間

令
和
三
年
度
の
全
再
任
用
職
員
の
う
ち
フ
ル

タ
イ
ム
勤
務
者
の
割
合
は
四
〇
・
〇
％
、
短
時

間
勤
務
者
の
割
合
は
六
〇
・
〇
％
と
な
っ
て
い

ま
す
。
平
成
二
五
年
度
に
お
い
て
は
、
全
再
任

用
職
員
の
う
ち
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
者
は
二
八
・

八
％
、短
時
間
勤
務
者
は
七
一
・
二
％
で
し
た
。

令
和
三
年
度
に
お
い
て
も
、
依
然
と
し
て
再
任

用
者
の
過
半
が
短
時
間
勤
務
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、
平
成
二
五
年
度
と
比
べ
る
と
、
フ
ル
タ
イ

ム
勤
務
者
の
割
合
は
一
一
・
二
ポ
イ
ン
ト
増
加

し
て
い
ま
す
（
図
１
）。

行
政
職
俸
給
表
㈠
適
用
職
員
に
限
っ
て
み
て

み
る
と
、
令
和
三
年
度
の
全
再
任
用
職
員
の
七

五
・
九
％
が
短
時
間
勤
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

令
和
二
年
度
に
定
年
退
職
し
令
和
三
年
度
に
再

任
用
さ
れ
た
者
で
は
、
六
一
・
二
％
が
短
時
間

勤
務
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
う
ち
の
一
三
・

五
％
の
者
が
定
員
事
情
等
に
よ
り
希
望
に
反
し

て
短
時
間
勤
務
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
２
及
び

図
３
）。

行
政
職
俸
給
表
㈠
適
用
の
短
時
間
勤
務
職
員

の
勤
務
時
間
に
つ
い
て
み
る
と
、
週
四
日
勤
務

者
の
割
合
が
、
令
和
三
年
度
は
八
四
・
七
％

（
平
成
二
五
年
度
は
四
三
・
八
％
）
と
な
っ
て

い
ま
す
。
最
新
値
と
平
成
二
五
年
度
の
数
値
を

比
べ
る
と
、
短
時
間
勤
務
者
の
う
ち
フ
ル
タ
イ

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000 短時間勤務
フルタイム勤務

18,000
人

平成26年度平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

4,889人
（71.2％）
4,889人
（71.2％）

1,975人
（28.8%）
1,975人
（28.8%）

［6,864人］［6,864人］

6,176人
（71.1％）
6,176人
（71.1％）

2,512人
（28.9%）
2,512人
（28.9%）

［8,688人］［8,688人］

7,002人
（72.5％）
7,002人
（72.5％）

2,655人
（27.5%）
2,655人
（27.5%）

［9,657人］［9,657人］

7,687人
（68.5％）
7,687人
（68.5％）

3,537人
（31.5%）
3,537人
（31.5%）

［11,224人］［11,224人］

8,131人
（64.7％）
8,131人
（64.7％）

4,442人
（35.3%）
4,442人
（35.3%）

［12,573人］［12,573人］

8,726人
（65.5％）
8,726人
（65.5％）

4,592人
（34.5%）
4,592人
（34.5%）

［13,318人］［13,318人］

9,097人
（64.1％）
9,097人
（64.1％）

5,104人
（35.9%）
5,104人
（35.9%）

［14,201人］［14,201人］

9,595人
（61.2％）
9,595人
（61.2％）

6,084人
（38.8%）
6,084人
（38.8%）

［15,679人］［15,679人］

10,101人
（60.0％）
10,101人
（60.0％）

6,744人
（40.0%）
6,744人
（40.0%）

［16,845人］［16,845人］

図１ 再任用職員数の推移 【給与法適用職員】

【公務】

短時間勤務 フルタイム勤務

令和３年度
全再任用職員

平成28年度
全再任用職員

令和２年度
60歳定年退職者のうち

令和３年度に再任用された者
令和元年度

定年退職者のうち
再雇用された者

（定年制がある企業）

【民間】

（注）民間は、令和２年「民間企業の勤務条件制度等調査」（人事院）より作成

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

82.6% 17.4%

75.9% 24.1%

61.2% 38.8%

8.2% 91.8%

図２ 公務（行政職俸給表（一））と民間（事務・技術関係職種）の勤務形態の比較
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ム
に
近
い
週
四
日
勤
務
者
が
占
め
る
割
合
は
約

２
倍
と
な
っ
て
い
ま
す
（
表
２
）。

 

（単位：人）

平成25年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

新規再任用職員
393 1,121 1,193 1,609 1,537

（40.5%） （79.0%） （77.3%） （91.8%） （93.4%）

再任用職員全体
1,270 4,222 4,685 5,892 6,379

（43.8%） （70.9%） （72.0%） （83.3%） （84.7%）

（注）括弧内の数値は、短時間勤務職員数に対する週４日（週31時間）勤務職員数の割合

⑷
　
ポ
ス
ト
（
職
務
の
級
）

令
和
三
年
度
の
行
政
職
俸
給
表
㈠
適
用
職
員

が
就
い
て
い
る
ポ
ス
ト
（
職
務
の
級
）
を
み
る

と
、
主
任
級
（
二
級
）
又
は
係
長
級
（
三
級
）

で
再
任
用
さ
れ
る
者
が
六
八
・
七
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。
五
年
前
の
平
成
二
八
年
度
で
は
、
主

任
級
又
は
係
長
級
で
再
任
用
さ
れ
る
者
の
割
合

は
七
四
・
八
％
と
な
っ
て
お
り
、
主
任
級
又
は

係
長
級
で
再
任
用
さ
れ
る
者
が
多
数
と
い
う
状

況
が
続
い
て
い
ま
す
。

ま
た
、
行
政
職
俸
給
表
㈠
適
用
職
員
と
し
て

令
和
二
年
度
に
定
年
退
職
し
、
令
和
三
年
度
に

再
任
用
さ
れ
た
者
に
つ
い
て
、
退
職
時
と
再
任

用
時
の
職
務
の
級
を
比
較
す
る
と
、
退
職
時
よ

り
二
級
下
位
で
再
任
用
さ
れ
た
者
が
四
四
・

五
％
（
五
年
度
前
の
平
成
二
八
年
度
に
お
い
て

は
四
三
・
二
％
）
と
最
も
多
く
、
次
い
で
三
級

下
位
二
四
・
八
％
（
同
三
三
・
九
％
）、
一
級

下
位
二
二
・
一
％
（
同
一
三
・
四
％
）
の
順
と

な
っ
て
い
ま
す
。
退
職
時
と
同
一
級
又
は
上
位

の
級
で
再
任
用
さ
れ
た
者
は
三
・
八
％
（
同
一

・
四
％
）
で
し
た
。
こ
の
よ
う
に
、
退
職
前
と

比
べ
て
下
位
の
職
務
の
級
で
再
任
用
さ
れ
た
者

が
多
数
を
占
め
て
い
ま
す
。

表２ 週４日（週31時間）勤務の再任用職員数の推移（平成25年度、平成30年度～令和３年度）【行政職俸給表（一）】

職員の希望
に反する
13.5%

その他
2.5%

職員の当初からの
希望による
84.1%

図３ 令和３年度 短時間勤務となった主な事情（新規のうち令和２年度に60歳で定年退職した者）【行政職俸給表(一）】
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二
　
民
間
企
業
の
再
雇
用
の
状
況

人
事
院
が
令
和
二
年
に
実
施
し
た
「
民
間
企
業

の
勤
務
条
件
制
度
等
調
査
」
に
よ
る
と
、
定
年
制

が
あ
る
民
間
企
業
に
お
い
て
、
令
和
元
年
度
中
に

定
年
退
職
し
令
和
二
年
度
に
再
雇
用
さ
れ
た
者
の

九
一
・
八
％
が
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
と
な
っ
て
い
ま

す
。民

間
企
業
の
再
雇
用
制
度
で
は
フ
ル
タ
イ
ム
勤

務
者
の
割
合
が
非
常
に
高
く
な
っ
て
い
ま
す
（
図

２
）。

三 

　
高
齢
層
職
員
の
能
力
及
び
経
験
の
本
格

的
な
活
用
に
向
け
て

令
和
三
年
六
月
、
国
家
公
務
員
の
定
年
を
段
階

的
に
六
五
歳
ま
で
引
き
上
げ
る
こ
と
等
を
内
容
と

す
る
国
家
公
務
員
法
等
一
部
改
正
法
が
成
立
し
、

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。
こ
れ
を
受
け
、
人
事
院
で
は
、
本
年

二
月
に
定
年
の
段
階
的
な
引
上
げ
に
伴
う
人
事
院

規
則
の
制
定
・
改
正
等
を
行
い
ま
し
た
。
令
和
五

年
度
か
ら
定
年
が
二
年
に
一
歳
ず
つ
引
き
上
が
っ

て
い
き
、
六
〇
歳
を
超
え
た
職
員
が
引
き
続
き
常

勤
職
員
と
し
て
勤
務
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま

す
。一

方
で
、
定
年
の
段
階
的
な
引
上
げ
期
間
中
は

経
過
措
置
と
し
て
、
引
上
げ
期
間
中
の
定
年
か
ら

六
五
歳
ま
で
の
間
、
再
任
用
で
き
る
よ
う
現
行
の

再
任
用
制
度
と
同
様
の
仕
組
み
と
し
て
、
暫
定
再

任
用
制
度
が
措
置
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
令

和
五
年
四
月
か
ら
は
、
定
年
後
の
再
任
用
者
は
、

暫
定
再
任
用
制
度
に
よ
る
再
任
用
者
に
移
行
し
ま

す
。暫

定
再
任
用
制
度
に
関
し
て
も
、「
国
家
公
務

員
の
定
年
引
上
げ
に
向
け
た
取
組
指
針
」（
令
和

四
年
三
月
二
五
日
人
事
管
理
運
営
協
議
会
決
定
）

に
よ
り
、
平
成
二
五
年
三
月
の
閣
議
決
定
に
準
じ

て
、
公
的
年
金
支
給
開
始
年
齢
に
達
す
る
ま
で
再

任
用
希
望
者
を
原
則
と
し
て
フ
ル
タ
イ
ム
官
職
に

再
任
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
な

が
ら
、
一
で
紹
介
し
た
よ
う
に
、
現
在
の
再
任
用

制
度
の
運
用
は
、
着
実
な
改
善
傾
向
が
見
ら
れ
る

も
の
の
、
依
然
と
し
て
再
任
用
職
員
の
多
く
が
短

時
間
勤
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

少
子
高
齢
化
が
急
速
に
進
展
す
る
中
に
お
い

て
、
複
雑
・
高
度
化
す
る
行
政
課
題
に
的
確
に
対

応
し
、
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
し
て
い

く
た
め
に
は
、
高
齢
層
職
員
の
能
力
及
び
経
験
を

本
格
的
に
活
用
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。
人
事

院
で
は
、
フ
ル
タ
イ
ム
再
任
用
の
拡
大
に
資
す
る

取
組
を
行
う
と
と
も
に
、
令
和
五
年
四
月
か
ら
の

定
年
引
上
げ
に
関
す
る
各
府
省
向
け
制
度
説
明
会

の
実
施
や
各
府
省
へ
の
Ｑ
＆
Ａ
の
提
供
な
ど
、
円

滑
な
新
制
度
の
施
行
の
た
め
の
取
組
を
進
め
て
い

き
ま
す
。
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